








経営成績 

・連結売上高：前期比2.4％減収。航空機関連取引の増加の一方、合金鉄、
石炭取引の減少などが減収の主要因。 

・売上総利益：前期比169億4,900万円減少。石炭・金属、エネルギーでの減
益が主要因。 

・営業活動に係る利益：前期比44億円減少。石炭事業の保有意義変更による
評価益などがあったが、売上総利益の減益やエネルギーや資源権
益の減損が減益要因。 

・当期純利益（当社株主帰属）：法人税の減少もあり前期比34億円増加し
365億円。 

 

財政状態 

総資産（2兆567億円）、自己資本（5,203億円）は前期比で減少したが、
自己資本比率は25.3%に上昇。 

ネット有利子負債は5,716億円、ネットDERは1.10倍となり、安定した財務基盤
を維持。 

 

その他指標 

総資産利益率を示すROAは1.7%、自己資本利益率を示すROEは6.8%。 



自動車本部は、フィリピンの自動車事業が堅調に推移し、前期比33億円の増
益。 

化学本部は、アジア地域における合成樹脂取引や米州における石油樹脂取引
での増益等により27億円の増益。 

食料･アグリビジネス本部も順調に利益を伸ばした。 

 

９つの営業本部の内、資源事業はエネルギー本部と石炭・金属本部。当社全
体の当期純利益365億に対し、2本部の合計はマイナスの22億、その他の非
資源分野で387億の利益を計上している。 

非資源分野の中でも、自動車本部、化学本部、食料・アグリビジネス本部が
50億を超える収益をあげており、非資源のビジネスが当社の収益をけん引してい
る。 



足元では原油、石炭などの資源価格は前提より上昇しているが、今後さらに大
幅に上昇することは期待できないと考えている。 

一方、為替は見通しの１ドル・110円に対して円高に振れている。 

米国の利上げ、日本の金融緩和の継続というドル高の要因がある一方で、英
国のEU離脱や米国大統領選の影響といった世界経済全体は引き続き不透
明であり、特に為替の動向については注視している。 



2017年3月期については、 

売上高は4兆3,300億円、売上総利益は2,100億円、営業活動に係る利
益は440億円、当期純利益は非資源事業にみる安定的な収益寄与を背景
に前期比35億円増益の400億円という見通しとしている。 

 

総資産は2兆2,000億円、自己資本は5,450億円、自己資本比率は
24.8%、ネット有利子負債は6,300億円、ネットDERは1.2倍の見通し。 

 

ROAは1.9%、ROEは7.5%を見込み、当社の目標としているROA2%、
ROE8%に向かって着実に進捗していく計画となっている。 

 



本部別の2017年3月期の見通しについては、 
前期実績同様、自動車本部、化学本部、食料・アグリビジネスの3本部は50億
を超える収益をあげる見通しであり、加えて、プラント関連の収益増加が見込まれ
る環境・産業インフラ本部が65億円の収益を計画。生活資材本部とリテール事
業本部も、順調な進捗を見込んでいる。 

 

本部を、資源と非資源に分けて見ると、資源関連のエネルギー本部と石炭・金属
本部の収益貢献は合計で10億と限定的であり、残り390億は非資源分野からの
収益を見込んでいる。 



第1四半期は、円高の影響を受け、セグメント毎に予算に対して上ブレや下ブレ
はあったが、当期純利益は前年同期比22億円減少の84億円、通期見通しに
対する進捗率は21%。 

当社の収益構造の特徴として、投資先からの配当金の受領などが下期にあるた
め、第１四半期の実績は、概ね計画通りの進捗と見ており、通期の見通しも
400億円から変更していない。 



本部別に見ると、 

自動車本部は、進捗率は16％と低いものの、米国における自動車ディーラー
事業や東南アジアにおける事業の堅調な業績推移を見込む。 

航空産業・情報本部は、船舶関連取引での減損計上により赤字スタートとな
ったが、下期に航空関連取引及び情報産業関連の収益貢献を見込む。 

環境･産業インフラ本部は進捗率15%と低迷したが、プラント関連の収益が下
期に貢献する見込み。 

資源分野のエネルギー本部、石炭･金属本部は、市況価格下落の低迷などに
より赤字となったが、石炭金属本部は下期に掛けて持分法適用会社での収益
貢献を見込む。 

一方、肥料事業が順調であった食料･アグリビジネス本部や、生活資材本部、
またリーテル事業本部では、国内販売用不動産の売却などにより堅調に推移。 

今期の収益見通し400億円の達成に向けて、引き続き取り組んでいく。 







昨年4月よりスタートした３ヵ年計画、中期経営計画2017は、 
「Challenge for Growth」、つまり、これまで築き上げてきた安定的な収益基盤
をさらに拡大させるべく、将来の成長に向けた挑戦を行っていくという思いを込めて
いる。 

 

この計画で目標とする経営指標は、 
ROA 純資産利益率2%以上、ROE 株主資本利益率8%以上、 
財務状況の安全性を示すネット有利子負債倍率 ネットDER1.5倍以下、 
連結配当性向 25%程度。 



更なる成長へ向けた挑戦として、現中計の3年間は3,000億円の新規投資の実
行を計画しており、注力分野を中心に各セグメント・本部の収益力を高めていくた
めの投資を実行していく予定。 

 

2016年3月期は710億円の投資を実行し、2017年3月期には1,250億円の
投資実行を計画している。 

 

特に注力分野については、この2年間で合計1,210億円の投資を計画しており、
そこから期待される収益貢献は2018年3月期に約50億円を見込んでいる。 



2016年3月期に投資を行った注力分野の案件のうち、 
再生可能エネルギー分野として太陽光発電事業、航空機パーツアウト事業、ベ
トナムでのコンビニエンスストア事業について、その概要をご紹介する。 



太陽光発電事業では、国内では８つの案件を受注し、その内北海道、愛知
県、熊本県の３ヶ所の太陽光発電所は商業運転を開始している。 

8案件の発電量の合計は200MWを予定しており、これは一般家庭約
55,000世帯の年間の電力消費量に相当する。 

 

 



海外でも太陽光発電に積極的に取り組んでいる。 

 

当社は、太陽光発電先進国であるドイツでミックスドルフ太陽光発電所を
2011年に稼働、日本での経験もあわせて、太陽光発電開発のためのさまざま
知見を獲得した。 

この知見を活かし、昨年ペルーでの太陽光発電事業に参入、これはペルーにお
ける最初のメガソーラープロジェクトである。 

 



当社の民間航空機事業への取り組み開始は昭和31(1956)年に遡り、以来、60
年もの長きにわたって、アメリカのボーイング社とのパートナーシップを築き、国内の航
空業界の発展に貢献し続けている。 

 

1970年初頭からは、ジャンボの愛称で親しまれた大型旅客機の747型機を受注。
写真の767型機は、1970年代後半から1980年代前半にかけて大量受注を獲
得した機材である。この頃、ボーイング社製の旅客機は日本のマーケットシェアの90
％以上を占め、当社はボーイング社のパートナーとして揺るぎない地位を固めた。 



1990年代には大型機である777型機、近年では写真のドリームライナーと呼
ばれる787型機を大量受注し、ボーイング社の日本での高いシェアの維持につ
なげている。 



1978年よりカナダのボンバルディア社の総販売代理店を務めている。 

ボンバルディア機は、地方路線向けの需要に対応する他、離島路線で島民の
生活を支える足としても重要な役割を果たし、約70機が日本の空で活躍して
いる。 

 

ボーイングとボンバルディアの旅客機を合わせた受注実績はて900機以上に上
る。 



航空機事業における当社の強みは、民間航空機の販売によって培ってきた機
能と知見。 

これらの機能と知見を活かし、ビジネスジェット事業などにも取り組んできたが、新
たに、中古機・パーツアウト事業に取り組み始めた。 



中古航空機・パーツアウト事業は、古くなった機体を整備して販売したり、役目
を終えた機体をパーツアウト、つまり解体し、その部品を在庫管理し販売する事
業である。 

 

パーツアウト事業は、高い収益率が期待できる事業だが、誰でも簡単に参入で
きる事業ではない。同じ値段で買った機体でも、分解したら部品の質が悪く販
売できない、ということもありえるため、質の良い機体を見極める目が必要である
。 

長年、民間航空機の代理店として培ってきたネットワークや知見がある双日だか
らこそ、展開できる事業といえる。 



国内では東京オリンピックを含めたインバウンドの更なる増加予測に伴い、航空機
保有数の増加が見込まれる。 

 

アジアをはじめとした新興国の所得増加に伴う旅客数の増加、格安航空会社の
普及、燃料効率の良い小型機体の需要増加などにより、全世界での運航機体
数は今後20年間で倍増することが予測されている。 

 

今後、中古航空機の需要拡大と航空機メンテナンス用の部品市場の拡張が期
待出来る。 



空港運営事業への取組みも始めており、2017年度中の事業基盤の確立を目指し
ている。 

 

国内外の空港運営民営化の流れを取り込み、空港内商業スペースでの収益の拡
充や、ICTを活用したモニタリング・管理システムの構築、免税店経営、周辺不動産
開発やホテル観光事業展開など、総合商社としての機能を活用したさまざまな事業
の展開を進める。 

 

市場としては、人口やマーケットが大きく、空港運営民営化の加速が見込まれるアジ
ア地域を中心に検討している。 

 



当社は古くからベトナムと深い関わりを持ってきた。最初のビジネスは、ベトナム戦争中
の1970年代初め、バクホー油田の開発とこの油田からの輸出を当社が取り扱ったこと
から始まった。昭和61(1986)年にハノイに開設した駐在員事務所は、統一ベトナム
最初の日系民間企業の事務所開設であった。 

 

平成に入ってからは日本企業初の植林事業や化成肥料合弁会社の設立、工業団
地の設立などで、ベトナムの産業発展に貢献してきた。 

 



ベトナムで現在、力を入れている事業のひとつが、イオングループとの協業で取り組
むコンビニエンスストア事業。 

 

ベトナムでは、食料品や日用品などは“パパママストア”と呼ばれる伝統的な小規模
個人商店などで販売することが一般的。その小売市場で占める割合は96％と言
われている。 

都市部では、スーパーマーケットなどが増加しているが、その割合はまだ低く、小売
業の近代化はこれからという状況である。 



ベトナムでは、人口増加が続き、30歳以下の若者が多く、所得水準やGDPの
上昇とともに消費市場、そして小売市場の規模も拡大し、近代的なスーパー
マーケット・コンビニエンスストアの増加も見込まれる。 

 



小売市場が拡大するベトナムにおいて、当社はフン・トゥイ社に出資し食品卸事業
を展開。 

 

ベトナム全域の4万社以上のスーパーマーケット、コンビニエンスストア、ホテル、レス
トラン、個人商店等に商品を販売し、双日のグローバルな商品調達力と日本式の
高度な物流システムを活用し取り扱いを拡大している。 

 



2015年、ミニストップベトナム社の親会社へ一部出資し、同国でのコンビニエン
スストア事業に参画。 

 

この事業は、イオングループとの協業で進めており、当社は人材派遣を含めた経
営サポートを行い、店舗数の拡大と商品開発の強化を図っている。 

 

店舗数は、昨年末の30店舗から、2016年8月末には約60店舗にまで増えて
おり、経済成長が著しいベトナムにおいて、今後10年間で店舗数を800店舗
以上とし、同国コンビニ市場および小売市場でのマーケットシェア拡大を目指す
。 



主力事業を更に強固な収益基盤とし、また、新たな事業の立ち上げにより、中
期経営計画2017の目標達成に向けて、引き続きまい進していく。 





双日グループでは、「自らの頭で考え、行動し、最後までやり抜く事で、世界を舞
台に価値を創造することの出来る人材」をグローバル・マネジメント人材と定義し、
多様な人材を広く世界に求めている。 

 

企業理念、行動指針、グループスローガン「New way, New value」を根幹に
置き、３つの柱で人材育成を進めている。 

・OJT     ：仕事の現場が 人を磨き、人を育てる。 

・OFF-JT：業務に必要な知識を身に着ける研修を提供。 

・ジョブローテーション：一定期間で異動を行うことで経験値をあげ、グローバル・マ
ネジメント人材を育てる狙い。 

 

 

更に、中期経営計画2017においては、3つのテーマを掲げ、取組んでいる。 

・新たな機能の獲得に積極的な人材、創造性を発揮する人材の育成。 

・多様な人材活用によるグローバル化への対応。 

・「信頼」と「スピード」に基づく「双日らしさ」を実現する企業文化の醸成。 

 

 



当社の「人材の戦略」では、「働きがいのある会社」「働きやすい会社」を目指し
、ダイバーシティ、人材の多様化も推進している。 

 

そのための具体的な取組みのひとつが、「女性活躍を推進」のための施策。 

現在、３つの柱で女性の活躍を推進している。 

・環境整備：女性総合職の絶対数を増やし、社内ネットワークの形成などに繋
げる。社内での理解を促進させるため、管理職向けの研修も実
施。 

・女性社員の意識向上： 語学研修や海外駐在経験などを促進して、キャリ
ア形成をサポートする。 

・会社の制度：仕事と育児の両立のための各種支援策、配偶者の海外転勤
に帯同する社員の再雇用制度など、ライフイベントを理由に女性
社員がキャリアをあきらめてしまうことを防ぐため の諸施策を実施
している。 

 

5年後には女性採用比率（総合職）を30%に、女性管理職数を倍増させる
ことを目標として掲げ、ダイバーシティの推進が、人材が企業価値の増大につな
がることを信じ、粘り強く取り組んでいく。 









自動車の輸出入、3国間貿易、ディーラー、アフターマーケット、四輪、二輪、タ
イヤ等の部品を含めたさまざまな事業に取り組んでいる。 

 

自動車産業は非常に大きなバリューチェーンを有し、日本、世界において大きな
事業規模をもつ。 

当社は、バリューチェーンにおいて部品事業から世界各国での自動車卸売販売
といった従来から取り組む事業に加え、昨今自動車小売事業や販売金融とい
った新しい分野への取り組みも進めている。 



当社の自動車本部の活動は、現在世界にわたっている。 

北米でのBMWディーラー事業、中南米での現代自動車の卸売販売、ロシアで
のスバル車の卸売販売、成長著しいアジアでの三菱自動車、現代自動車の卸
売販売といったものに積極的に取り組んでいる。 

 

全世界での従業員数は約3,000人、30社の事業会社を有し、自動車取扱
台数は約12万3千台の規模を誇っている。 





中期経営計画2017においては、新興国を中心とした市場成長の取り込みに
加え、ディーラー事業の拡大などによる、リスク耐性に優れた資産ポートフォリオの
形成を目指している。 

 

特に本中計においては、３つの柱を掲げ、取り組みを加速している。 

一つ目は、既存のビジネスを強化・洗練し、拡大していくこと。二つ目は、小売
販売(ディーラー)事業への集中投資を実施し、さらに安定的な収益基盤とする
こと。三つ目は、中期経営画後を見据えたチャレンジ案件の追求。 

 





フィリピンで三菱自動車工業と合弁で取り組む、Mitsubishi Motors 
Philippines Corporation（MMPC社）。 

 

我々が進出してから半世紀が過ぎ、フィリピンではトヨタに次ぐ約20％のマーケッ
トシェアを有し、市場の成長に応じて堅調な販売の拡大を続けている。 

 

中期経営計画における自動車本部の柱の一つ目「既存ビジネスを強化・洗
練」の代表的な事例であり、今後ともさらなる成長拡大を図っていく。 



自動車本部の二つ目の柱であるディーラー事業。 

 

1987年、米国カリフォルニア州、サンフランシスコベイエリアにおいて、
Weatherford Motors社の事業買収を行った。この買収から29年で、ビジネ
スの進め方、収益の確保の仕方といった経験を蓄え、本中計では米国での自
動車ディーラー事業を集中事業領域と位置付け推進している。 

 

2014年には、Import Motors社、2015年にはMill Valley Motors社の買
収を通じ、年間8,000台の販売規模を有している。 

 

富裕層の多いサンフランシスコベイエリアにおいて、プレミアムブランドであるBMW
車ディーラー事業を展開することで、安定した収益基盤の確保を目指している。 



我々のディーラー事業の新たな１ページとして、ブラジルでのディーラー事業を推
進している。 

 

2015年、富裕層の多いブラジル・サンタカタリナ地区のBMWディーラーを買収。
ブラジルの経済そのものは厳しい状況が続いているが、富裕層をターゲットとした
プレミアムブランド車を展開することで、収益は堅調な推移をみせている。 



自動車本部の三つ目の柱として、中期経営計画の先を見据えたチャレンジ案
件として、フィリピンでオートローン事業を開始した。 

同国最大グループの中核銀行であるBDO銀行、JACCS社をパートナーに迎
え、MMPC、双日の４社の合弁事業。2016年5月に会社を設立し、システム
等の準備をすすめ、9月からローン商品の販売を開始した。 

 

このオートローン事業については、１つ目に利便性の高いオートローンを提供す
ることで、MMPCの販売力強化につなげ、２つ目に、フィリピン最大の商業銀行
であるBDO、日本での豊富な経験を有するJACCS社とパートナーを組むこと
で、様々な場面に対応できる競争力を確保し、3つ目に、本事業でオートローン
事業のノウハウを積み上げ、他地域へ展開・拡大を模索していきたい。 

 






